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研究成果の概要（和文）：本研究は、1階部分が柱のみで構成されるピロティ階を持つ建物を対象に、実験的方法によ
り地震時におけるピロティ階の側柱の損傷状況を把握し、耐震性能を評価する事を目的としている。降伏時にピロティ
階に水平変形が集中するもの(層崩壊形)および建物全体の曲げ変形が卓越するもの(全体曲げ崩壊形)の2つの異なる降
伏機構が成立するよう、異なる2種類の架構を対象に実験を行った。その結果、全体曲げ崩壊形で設計した架構の場合
、地震時の外力分布の等価高さが、設計時に多く用いられているAi分布よりも低くなるため、想定していた崩壊形にな
らない場合がある事が分かった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we are focused on the structural performance of side columns of 
the RC building with soft 1st story designed on the assumption of different failure modes.
As it is recognized that especially for multistory RC frame buildings with soft story, it is important to 
evaluate seismic performance of soft story columns. We tested two different failure modes, flexural 
yielding in the soft story columns and flexure fracture mechanism in a whole frame by yielding the whole 
reinforcement of the tensioned side of the column in the soft story. In the tests, two loading systems of 
RC specimens represent side columns of the first soft story floor. As a result, we confirmed that the 
assumption of distribution of seismic forces are important to design RC frame building especially 
designed by flexure fracture mechanism in a whole frame. And also, structural performances of side 
columns, which effect to seismic response to the whole frame, were elucidated.

研究分野：建築構造学

キーワード： ピロティ建物　サブストラクチャ・オンライン実験　鉄筋コンクリート造柱
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

1995 年の兵庫県南部地震では、1 階部分だ
けが開放的に柱のみで構成されるピロティ
建物が他の構造と比べて多くの被害が生じ
た。そのため、社会的には 1 階に開放的なス
ペースを有する建築物に対する要望は強い
ものの、耐震設計上、ピロティ建物は避ける
べき構造として認識されているのが現状で
あり、規制を強化する方向で設計法の大幅な
見直しが行われた。 

2007 年版建築物の構造関係技術基準解説
書 1)によると、純ピロティ建物で許容されて
いる崩壊形として、層崩壊形式と全体曲げ形
式が挙げられている(図 1)。層崩壊形式は、1

層柱頭・柱脚に曲げ降伏が生じる崩壊形で、
1 層の層間変形が上層の層間変形と比べ大き
くなり、崩壊に至る形式である。部材の降伏
によりエネルギーを吸収する部位がピロテ
ィ層に限定される事から、設計時には剛性率
による割増係数(Fs)や、ピロティ階の強度割
増係(αp)により、より大きな保有水平耐力を
持つ建物として設計する必要がある。 

一方、全体曲げは、上層部の転倒モーメン
トにより、1 層側柱に生じる大きな変動軸力
で引張側柱の主筋が全降伏する崩壊形であ
る。地震時には、柱の軸方向変位が増大する
ことにより地震時のエネルギーを吸収する
ことから、靱性に富む崩壊形となっており、
良好な全体崩壊形の一つと考える事ができ
る。 

そのため、全体曲げによる崩壊形式は純ピ
ロティ建物の設計手法として優れた点も多
いと考えられるが、実際に設計で用いられて
いる事例は少なく、設計上の課題も多い。 

まずピロティ柱については、最終的に引張
側柱の主筋が全降伏することから、圧縮側柱
は最終的に水平力の全てを負担する必要が
ある。そのため、引張側柱の主筋が全降伏し
た際に、圧縮側柱の柱頭・柱脚に曲げ降伏ヒ
ンジが形成されないような柱の主筋・断面設
計とする必要がある。また、転倒モーメント
が大きくなる形状が前提となるため、建物の
形状(塔状比)によっては崩壊形式が成立しな
い場合もある 2)。 

また全体曲げの場合、柱の軸方向変位の増
大によるエネルギー吸収に期待する事や、全
体曲げにより上層部の水平変形が影響を受
ける事から、側柱の軸方向の変形も設計時の
重要なファクターとなるが、柱の軸方向変位
については詳細な検討が行われていない。設
計を行う上ではそうした軸方向に関する検
証も必要となるが、そのために必要となる実
験的研究については、主に層崩壊形を想定し
た研究が主体であり、全体曲げに関する研究
については主に解析的研究に止まっている
のが現状である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ピロティ建物の崩壊形式 

 

２．研究の目的 

本研究では、純ピロティ建物で許容されて
いる地震時における架構の降伏形式のうち、
比較的靱性に富む全体崩壊形である、建物の
全体曲げにより崩壊メカニズムを形成する
崩壊形式について、サブストラクチャ・オン
ライン実験的手法 3)によりその基本的性能を
詳細に評価することを目的としている。その
ため、 

（１）層崩壊および全体曲げで崩壊メカニズ
ムを形成するピロティ建物をそれぞれ設計
し、サブストラクチャ・オンライン実験によ
り 1 階側柱の地震時挙動を検証し、許容され
るこの 2 つの崩壊形式における地震時の挙
動を比較・検討する。 

（２）実験結果を基に、全体曲げで崩壊メカ
ニズムを形成するピロティ建物における設
計上の問題点を検証し、合理的な設計方法の
検討を行う。 

ことを研究目的とする。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、図 2 に示す 12 階建て RC 造建
物を想定し、このうち建物の桁行方向中央に
位置する張間 1 構面を本研究の対象とし、サ
ブストラクチャ・オンライン実験を行う事に
より張間方向の地震応答性状を検討する。 
想定する架構の降伏機構は層崩壊および

全体曲げの 2 種類とし、いずれも架構の形状
および降伏機構成立時のベースシア係数が
ほぼ同一となるよう設計した。具体的には、
静的漸増載荷による架構解析を行い、層崩壊
および全体曲げの降伏機構が成立し、かつベ
ースシア係数が 0.3 となるよう 1 階側柱の断
面および配筋を調整した。この際、外力分布
には Ai 分布を用いた。 
対象架構の形状は桁行方向スパンが 7.5m、

張間方向スパンが 10.5m で、1 階は耐力壁の
ない純ピロティ架構となっており、2 階以上
には厚さ 300mm の連想耐震壁を配置した。設
計時の目標ベースシア係数は 0.3、架構の固
有周期は 0.85s、総重量は 11261kN とした。 
ここで、サブストラクチャ・オンライン実

験とは、柱・梁などの建物を構成する構造部
材を対象とした構造実験と、コンピュータを
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使って行う構造解析を組み合わせた方法で
あり、地震時における建物の構造部材の挙動
を擬似的に再現する事が可能である。そのた
め、より実際に近い状態の構造部材の挙動・
損傷を把握する事ができる。本実験手法のイ
メージを図 3 に示す。 

本研究では、最も軸力変動が大きいと考え
られる 1 階の側柱 2 本（図-1 の太線で囲ま
れた部分）に着目し、この 2 体の側柱を試験
体し、それ以外(上層部)についてはコンピュ
ータ上の架構モデルでモデル化して実験を
行った。 

試験体は対象架構の約 1/3～1/3.3スケール
とし、せん断降伏よりも曲げ降伏が先行する
よう設計した。 

 入力地震動は、El Centro（1940） NS 波
位相の告示波を作成し、時刻 0～7.5s を抜き
出した地震動（SIM-ELC 波）とした(図 4)。 

地震動の入力レベルは最大地動速度を 

50cm/s、75cm/s に基準化した Run1 および 

Run2 の 2 段階とした。基準化後の最大加速
度は、50cm/s 時で 422.6cm/s2、75cm/s 時
で 633.9cm/s2である。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 検討対象架構 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 サブストラクチャ・オンライン実験の 

イメージ 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 入力地震動（Sim-ELC 波 50cm/s） 
 
４．研究成果 
（１）層崩壊および全体曲げの降伏機構を形
成するよう設計した架構のサブストラクチ
ャ・オンライン実験を行った結果、層崩壊形
式の架構は、1 階側柱の両端が曲げ降伏し、
設計通りの降伏機構を形成した。一方、全体
曲げ形式の方は、圧縮側柱が曲げ降伏する前
に引張側柱の軸引張降伏が先行することを
想定していたが、引張側柱の軸引張降伏の前
に圧縮側柱が曲げ降伏し、想定した降伏機構
とはならなかった。 
実験時の外力分布と設計時に用いた Ai 分

布を比較するために、時刻歴応答において代
表的な変位ピーク時のステップを取り出し、
この時の各層の層せん断力を当該階よりも
上層の重量で除し、1 層を基準とした外力分
布を図 5 に示す。ここで、ステップとは実験
時に擬似的に地震応答解析を行った際のス
テップ数であり、1 ステップあたりの時間刻
みは 0.01s とした。Ai 分布と実験時の外力分
布を比較すると、252step 以外、上層にいく
につれ分布が大きくなるが、どれも Ai 分布
よりも小さく、等分布と Ai 分布の中間的な
分布となった。このため、想定していた外力
分布より外力の等価高さが下がり、1 階の転
倒モーメントが小さくなって柱にかかる変
動軸力も小さくなったため、引張側柱の軸降
伏が起らず、層崩壊形式になったと考えられ
る。 
次に、外力分布を Ai 分布および等分布と

し、1 階側柱を含む全体架構を解析モデルで
モデル化して静的増分解析を行った。解析の
結果、Ai 分布の場合は 1 階の圧縮側柱が曲げ
降伏する前に引張側柱が軸降伏し、全体曲げ
の降伏機構となったが、外力分布が等分布の
場合は、引張側・圧縮側いずれも柱脚で曲げ
降伏し、最終的に層崩壊形となることがわか
った。外力分布を Ai 分布、等分布とした時
の層せん断力－層間変形関係を図 6 に示す。
等分布とした場合の耐力は、Ai 分布の場合に
対して、25％程度上回った。また、等分布と
した場合の崩壊形式は層崩壊となり、外力分
布の違いで崩壊形式が異なる結果となった。 
これらの検討により、全体曲げ形式で建物

の設計を行う場合、外力分布を Ai 分布で設
計を行うと実際の地震時には層崩壊形とな
ってしまう可能性があること、その理由とし
て、地震時における外力分布が概ね等分布か
ら Ai 分布の範囲で推移したためであること
が分かった。すなわち、本架構は Ai 分布以
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外の外力に対して、崩壊形式の余裕度が不足
していたと考えることができ、意図した崩壊
形式である全体曲げ崩壊形式とするために
は、外力分布を考慮する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 実験時の外力分布と Ai 分布の比較 

(全体曲げで設計した架構の場合) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 外力分布の違いによる比較 

（Q-δ関係） 

 
（２）外力分布を Ai 分布として崩壊形式を
全体曲げとなるよう設計した場合、地震時に
意図した崩壊形式とならなかった点を考慮
し、架構の設計方法の検討・再設計を行った。 
 設計方法については、外力分布を Ai 分布
として設計する事を基本とし、1 階の圧縮側
柱の曲げ耐力およびせん断耐力を、設計用層
せん断力に比べ、式(1)に示すように大きく
なるよう設計することとした。 
 

  (1) 
 
ここで、QDはピロティ柱の設計用せん断力、
QEは全体曲げの降伏メカニズムが成立した時
の 1 階圧縮側柱の負担せん断力(設計用層せ
ん断力)、n は 1 階圧縮側柱の設計時の余裕率
であり、本研究では事前に外力分布を等分布、
台形分布等で検討した上で n＝1.4 として設
計を行った。 
 実験の結果、1 階の側柱は圧縮軸力を受け
る際に曲げ降伏を生じず、引張軸力を受けた
際に軸降伏し、地震時においても全体曲げ形
式の降伏機構となったことが確認できた。 
次に、実験時の外力分布と設計時に用いた

Ai分布の比較を図7に示す。実験時の分布は、
台形の分布形状をしており、Ai 分布と比較す
ると、実地震時では架構の最上層付近に作用

する層せん断力は半分程度となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 実験時の外力分布と Ai 分布の比較 

(RUN2) 
 

表 1 検討に用いた入力地震動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全体曲げ崩壊形となるために必要な圧縮
側柱の余裕率について、表 1 に示す 11 波の
地震波を用い、地震応答解析により検討を行
った結果、今回検討した架構の場合、圧縮側
柱にかかる層せん断力の余裕率を概ね 1.30
とすることで、設計時に用いる層せん断力分
布によらず、全体曲げ崩壊形が実現できる結
果となった。 
今後の検討事項として、ピロティ架構のプ

ロポーションを検討パラメータとし、建物階
数と余裕率の関係性が明らかになれば、より
合理的な設計方法になると考えられる。 
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